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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第24期 

第２四半期連結 
累計期間 

第24期 
第２四半期連結 

会計期間 
第23期 

会計期間 
自平成21年１月１日 
至平成21年６月30日 

自平成21年４月１日 
至平成21年６月30日 

自平成20年１月１日 
至平成20年12月31日 

売上高（千円）  9,843,938  4,996,292  21,808,714

経常利益（千円）  36,983  19,497  31,393

四半期（当期）純損失（△） 

（千円） 
 △38,769  △37,826  △98,675

純資産額（千円） －  1,651,324  1,643,113

総資産額（千円） －  7,108,733  8,326,861

１株当たり純資産額（円） －  30,317.32  30,166.58

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 
 △711.78  △694.46  △1,811.62

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
  －   －   －

自己資本比率（％） －  23.2  19.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 116,739 －  178,858

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △328,578 －  △24,159

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △448,740 －  △390,807

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－  1,496,155  2,150,106

従業員数（人） －  102  101
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は

（ ）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．従業員数には、親会社である株式会社エフティコミュニケーションズからの出向受入16名を含んでおりま

す。  

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従

業員（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均

人員を外数で記載しております。 

 ２．従業員数が当第２四半期会計期間において14名増加しておりますが、主として、その他の事業の業容拡大を

図るため、平成21年５月１日付で親会社である株式会社エフティコミュニケーションズよりファシリティ関

連事業を譲受けたことに伴い、同社の従業員を出向受入したことによるものであります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 102 ( ) 26

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 64 ( ) 15
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(1）生産実績 

 当社グループは生産を行っておりませんので、生産実績の記載を省略しております。 

(2）仕入実績 

当第２四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

 ２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注実績 

 当社グループは、受注生産を行っていないため、受注実績の記載を省略しております。 

(4）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

 事業の種類別セグメントの名称 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

金額（千円）  

マーキングサプライ事業  4,290,386

その他の事業  346,560

合計  4,636,947

事業の種類別セグメントの名称 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

 金額（千円）  

マーキングサプライ事業  4,559,393

その他の事業  436,898

合計  4,996,292

相手先 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日   

  至 平成21年６月30日）  

金額（千円） 割合（％） 

アスクル株式会社  597,526  12.0
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当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。 

なお、当連結会計年度より四半期連結財務諸表規則に基づき四半期連結財務諸表を作成しており、前第２四半期

連結会計期間の四半期連結財務諸表については独立監査人の四半期レビューを受けていないため、当文章中の前年

同四半期連結会計期間と比較した指標、金額は「参考値」として記載しております。 

  

（1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機の影響が深刻化するなか、企業収益が極め

て大幅に減少するなど景気後退が顕著に現れ、一部では景気持ち直しの動きも見られつつありますが、未だ先行き

不透明な状況にあります。 

当社グループを取り巻く経営環境でも、市場全体が拡大局面から成熟局面を迎え、さらに景気後退による個人や

企業の節約志向の影響により需要の減少傾向が強まり、依然として厳しい状況が続いております。 

このような状況のもと、当社グループは、顧客ごとの適正利潤の確保やコスト管理の徹底など収益力の向上に努

めてまいりました。また、新タイプのＬＥＤ照明、新衛生除菌水及びその専用噴霧器等の環境面を意識した新商材

の販売を開始し、新たに環境事業への展開を進めるとともに、平成21年５月、親会社である株式会社エフティコミ

ュニケーションズよりファシリティ関連事業（オフィスのファシリティマネジメントサービス及び情報通信機器販

売等）を譲受けるなど、事業ドメイン拡大を推進してまいりました。 

この結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は4,996百万円（前年同期比4.8％減）、営業利益は27百万

円（前年同期は営業損失60百万円）、経常利益は19百万円（前年同期は経常損失80百万円）となりました。また、

特別損失として、当社が出資している匿名組合（プレミアム１匿名組合）の業務執行について不適切な事象が発生

していることが判明し、回収懸念が生じた当出資金に対して投資有価証券評価損を計上したこと等により、四半期

純損失は37百万円（前年同期は四半期純損失148百万円）となりました。  

  

事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。 

  

（マーキングサプライ事業） 

マーキングサプライ事業は、景況感の悪化を受けて、全体的に売上が伸び悩み、商品区分別の売上高では、トナ

ーカートリッジ2,917百万円、インクジェットカートリッジ1,081百万円、ＭＲＯ190百万円、その他売上377万円と

なりました。 

以上の結果、当事業における売上高は4,566百万円、営業利益は140百万円となりました。 

（その他の事業） 

 その他の事業は、国内では、ラベリング用品の売上が堅調に推移するとともに、当第２四半期連結会計期間より

新たに新商材として販売を開始したＬＥＤ照明や事業譲受によるファシリティ関連の売上が寄与したことにより、

売上高は376百万円となりました。一方、海外では、景気悪化の影響を受け、売上高は61百万円と低調に推移した結

果、効率化を推進しコスト削減に努めたものの利益を確保するまでには至りませんでした。 

以上の結果、当事業における売上高は438百万円、営業損失は13百万円となりました。 

  

所在地別セグメントに関する記載については、全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％超である

ため省略しております。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態及び経営成績の分析】
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（2）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、買掛金の支払や無形固定

資産の取得及び借入金の返済等において資金を使用した結果、前四半期連結会計期間末に比べ671百万円減少し、当

第２四半期連結会計期間末は 百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果使用した資金は 百万円となりました。これは主に、未払費用の増加額31百万円があった一方

で、仕入債務の減少額561百万円、たな卸資産の増加額70百万円があったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は 百万円となりました。これは主に、敷金保証金の減少による収入15百万円があっ

た一方で、無形固定資産の取得による支出42百万円があったこと等によるものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は 百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出18百万円、配当

金の支払額7百万円があったこと等によるものであります。  

  

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（4）研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

1,496

616

26

25
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(1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。 

なお、前四半期連結会計期間末に計画中であった当社本店の移転については、平成21年５月に完了致しました。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

  

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成17年３月30日定時株主総会決議  

 （注）１．株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行（時価発行として行う公募増資、新株予約権及び新株引受権の行使

にともなう株式の発行を除く。）を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げる。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  220,000

計  220,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年８月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  57,319  57,319 ジャスダック証券取引所 

単元株制度を採

用していないた

め、単元株式数

はありません。 

計  57,319  57,319 －  － 

（２）【新株予約権等の状況】

 
第２四半期会計期間末現在 

（平成21年６月30日） 

新株予約権の数（個）  480

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  480

新株予約権の行使時の払込金額（円）  144,743

新株予約権の行使期間 
自 平成19年４月１日 

至 平成22年３月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資

本組入額（円） 

発行価格  144,743 

資本組入額  72,372 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割または併合の比率 
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２．株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的たる株式の数を調整する。ただし、かかる調整

は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的たる株式の数においてのみ行わ

れ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。 

   調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率 

３．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時に、当社及び当社子会社の取締役、監査役ならびに従

業員の地位にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他やむを得ない理由の

ある場合はこの限りではない。 

② 新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。 

③ 新株予約権の割当てを受けた者が死亡したときは、法定相続人１名に限り新株予約権を承継すること

ができる。 

４．新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する。 

  

該当事項はありません。  

  

  

 （注）上記のほか、自己株式が2,851株あります。 

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たりの払込金額 

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日 
 －  57,319  －  628,733  －  366,833

（５）【大株主の状況】

  平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社エフティコミュニケーショ

ンズ 
東京都中央区日本橋蛎殻町2丁目13番6号  27,778  48.46

有限会社エヌ・ジー・エス 東京都渋谷区大山町36番25号  3,742  6.53

永瀬 則幸 東京都渋谷区  1,851  3.23

道下 寛一 東京都八王子市  950  1.66

森川 潤 東京都杉並区  815  1.42

長江 芳実 大阪府箕面市  800  1.40

和田 成史 東京都千代田区  467  0.81

金 伸治 京都府京都市左京区  448  0.78

近藤 勤 愛知県岡崎市  257  0.45

上原 宏 東京都墨田区  250  0.44

計 －  37,358  65.18
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①【発行済株式】 

   

②【自己株式等】 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）役職の異動 

  
  

（６）【議決権の状況】

平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    2,851 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式    54,468  54,468 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  57,319 － － 

総株主の議決権 －  54,468 － 

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ハイブリッド・サービス

株式会社 

東京都中央区日本橋蛎殻町

二丁目13番６号 
 2,851 －  2,851  4.97

計 －  2,851 －  2,851  4.97

２【株価の推移】

月別 平成21年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円）  11,990  10,370  10,640  13,300  13,990  19,250

最低（円）  10,200  9,510  9,100  10,590  11,600  13,600

３【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 
営業統括本部長兼 

環境事業推進部長 
取締役 

営業部長・環境事業

推進部長 
篠田 浩之 平成21年５月１日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,648,564 2,286,478

受取手形及び売掛金 3,036,214 3,796,265

商品 1,434,015 1,345,085

その他 271,731 372,421

貸倒引当金 △35,190 △36,290

流動資産合計 6,355,335 7,763,960

固定資産   

有形固定資産 ※  15,536 ※  71,452

無形固定資産   

のれん 79,504 48,111

その他 15,899 20,738

無形固定資産合計 95,404 68,850

投資その他の資産   

投資有価証券 166,219 61,854

その他 605,360 486,635

貸倒引当金 △129,122 △125,892

投資その他の資産合計 642,457 422,597

固定資産合計 753,397 562,900

資産合計 7,108,733 8,326,861

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,290,856 3,012,154

短期借入金 1,500,000 900,000

1年内返済予定の長期借入金 87,200 1,304,329

未払法人税等 11,640 1,620

賞与引当金 3,924 3,924

事務所移転費用引当金 － 19,000

その他 227,515 305,464

流動負債合計 4,121,135 5,546,493

固定負債   

長期借入金 1,296,100 1,100,000

退職給付引当金 29,266 28,507

その他 10,906 8,747

固定負債合計 1,336,273 1,137,254

負債合計 5,457,409 6,683,747
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 628,733 628,733

資本剰余金 366,833 366,833

利益剰余金 1,053,065 1,119,068

自己株式 △349,727 △349,727

株主資本合計 1,698,904 1,764,908

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,354 △11,274

繰延ヘッジ損益 △45,336 △103,959

為替換算調整勘定 △889 △6,561

評価・換算差額等合計 △47,580 △121,794

純資産合計 1,651,324 1,643,113

負債純資産合計 7,108,733 8,326,861
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年６月30日) 

売上高 9,843,938

売上原価 8,983,303

売上総利益 860,634

販売費及び一般管理費 ※  808,293

営業利益 52,341

営業外収益  

受取利息 2,281

受取配当金 300

受取手数料 2,178

その他 5,811

営業外収益合計 10,571

営業外費用  

支払利息 24,989

その他 938

営業外費用合計 25,928

経常利益 36,983

特別利益  

固定資産売却益 2,510

投資有価証券売却益 376

特別利益合計 2,886

特別損失  

固定資産売却損 766

固定資産除却損 24

投資有価証券売却損 1,279

投資有価証券評価損 53,547

事務所移転費用 1,764

特別損失合計 57,382

税金等調整前四半期純損失（△） △17,512

法人税、住民税及び事業税 5,922

法人税等調整額 15,334

法人税等合計 21,257

四半期純損失（△） △38,769
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

売上高 4,996,292

売上原価 4,556,882

売上総利益 439,409

販売費及び一般管理費 ※  411,892

営業利益 27,517

営業外収益  

受取利息 709

受取配当金 21

受取手数料 1,410

その他 2,792

営業外収益合計 4,934

営業外費用  

支払利息 11,995

その他 958

営業外費用合計 12,953

経常利益 19,497

特別利益  

投資有価証券売却益 274

特別利益合計 274

特別損失  

投資有価証券売却損 1,279

投資有価証券評価損 47,078

事務所移転費用 1,764

特別損失合計 50,122

税金等調整前四半期純損失（△） △30,350

法人税、住民税及び事業税 4,145

法人税等調整額 3,330

法人税等合計 7,475

四半期純損失（△） △37,826
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △17,512

減価償却費 7,713

のれん償却額 11,036

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,130

退職給付引当金の増減額（△は減少） 759

事務所移転費用引当金の増減額(△は減少) △19,000

受取利息及び受取配当金 △2,581

支払利息 24,989

固定資産除却損 24

固定資産売却損益（△は益） △1,744

投資有価証券売却損益（△は益） 903

投資有価証券評価損益（△は益） 53,547

売上債権の増減額（△は増加） 770,263

たな卸資産の増減額（△は増加） △87,782

仕入債務の増減額（△は減少） △655,755

その他 28,876

小計 115,869

利息及び配当金の受取額 1,883

利息の支払額 △24,809

法人税等の支払額 △1,402

法人税等の還付額 25,198

営業活動によるキャッシュ・フロー 116,739

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △236,932

定期預金の払戻による収入 22,496

有形固定資産の取得による支出 △788

有形固定資産の売却による収入 51,112

無形固定資産の取得による支出 △42,429

投資有価証券の取得による支出 △150,200

投資有価証券の売却による収入 6,642

その他 21,520

投資活動によるキャッシュ・フロー △328,578

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 600,000

長期借入れによる収入 300,000

長期借入金の返済による支出 △1,321,029

配当金の支払額 △27,711

財務活動によるキャッシュ・フロー △448,740

現金及び現金同等物に係る換算差額 6,629

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △653,950

現金及び現金同等物の期首残高 2,150,106

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,496,155
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

会計処理基準に関する事項

の変更 

（1）重要な資産の評価基

準及び評価方法の変

更 

  

  

たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産につ

いては、従来、主として移動平均法による原

価法によっておりましたが、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、主として移

動平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。 

 また、セグメント情報に与える影響も軽微

であります。 

（2）リース取引に関する

会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第

13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１

月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））が平成20年

４月１日以後開始する連結会計年度に係る四

半期連結財務諸表から適用することができる

ことになったことに伴い、第１四半期連結会

計期間からこれらの会計基準等を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。また、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引に係るリース資産の減価

償却の方法については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

 なお、リース取引開始がリース会計基準適

用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

棚卸資産の評価方法 

  

当第２四半期連結会計期間末の棚卸高

の算出に関しては、実地棚卸を省略し、

前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法に

よっております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円であり

ます。 

42,934 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、56,466千円であり

ます。 

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

発送配達費 78,821千円 

給与手当  260,261  

地代家賃  101,171  

貸倒引当金繰入額  3,416  

賞与引当金繰入額  3,924  

退職給付費用 7,695  

     

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

発送配達費 40,260千円 

給与手当  137,513  

地代家賃  51,365  

貸倒引当金繰入額  6,296  

退職給付費用 3,948  
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年１月１日 至

平成21年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式         57,319株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式          2,851株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

  

４．配当に関する事項 

（1）配当金支払額  

  

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年６月30日現在） 

（千円）

現金及び預金勘定 1,648,564

預入期間が３か月を超える定期預金 △152,409

現金及び現金同等物 1,496,155

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年２月９日 

取締役会 
普通株式 27,234 500 平成20年12月31日 平成21年３月30日 利益剰余金 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年８月７日 

取締役会 
普通株式 27,234 500 平成21年６月30日 平成21年９月25日 利益剰余金 
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当第２四半期連結会計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）  

（注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品  

(1）マーキングサプライ事業 ： マーキングサプライ品（トナーカートリッジ、インクジェットカートリッジ

他）を中心としたＯＡサプライ品 

(2）その他の事業      ： ラベリング用品、工業用消耗部品、ＳＰ（セールスプロモーション）商品、

ファニチャー、ＬＥＤ照明、情報通信機器、設備工事 

３．会計方針の変更  

営業費用の配賦方法の変更 

営業費用の配賦方法について、従来、提出会社の管理部門等に係る費用はマーキングサプライ事業に配賦して

おりましたが、提出会社の新規事業を「その他の事業」に区分したことに伴い、当社グループの事業内容及び各

セグメントの損益情報をより一層明瞭に開示するため、第１四半期連結会計期間より、提出会社の管理部門等に

係る費用を配賦不能営業費用として「消去又は全社」に含めることに変更しております。 

   

当第２四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年６月30日）  

（注）１．事業区分の方法 

 事業は、商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品  

(1）マーキングサプライ事業 ： マーキングサプライ品（トナーカートリッジ、インクジェットカートリッジ

他）を中心としたＯＡサプライ品 

(2）その他の事業      ： ラベリング用品、工業用消耗部品、ＳＰ（セールスプロモーション）商品、

ファニチャー、ＬＥＤ照明、情報通信機器、設備工事 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
マーキング 

サプライ事業 
（千円） 

その他の事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高  4,559,393  436,898  4,996,292  －  4,996,292

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 7,272  1,415  8,688 ( ) 8,688  －

  計  4,566,666  438,313  5,004,980 ( ) 8,688  4,996,292

 
営業利益又は営業損失

（△） 
 140,618  △13,889  126,729 ( ) 99,211  27,517

  
マーキング 

サプライ事業 
（千円） 

その他の事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

 売上高         

(1）外部顧客に対する売上高  9,155,581  688,356  9,843,938  －  9,843,938

(2）

 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 14,878  13,352  28,230 ( ) 28,230  －

  計  9,170,460  701,708  9,872,169 ( ) 28,230  9,843,938

 
営業利益又は営業損失

（△） 
 279,854  △43,622  236,232 ( ) 183,891  52,341
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３．会計方針の変更  

営業費用の配賦方法の変更 

営業費用の配賦方法について、従来、提出会社の管理部門等に係る費用はマーキングサプライ事業に配賦して

おりましたが、提出会社の新規事業を「その他の事業」に区分したことに伴い、当社グループの事業内容及び各

セグメントの損益情報をより一層明瞭に開示するため、第１四半期連結会計期間より、提出会社の管理部門等に

係る費用を配賦不能営業費用として「消去又は全社」に含めることに変更しております。 

 この変更により、従来の方法に比べて当第２四半期連結累計期間の営業利益は、「マーキングサプライ事業」

が183,993千円増加、「消去又は全社」が183,993千円減少しております。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成21年１月１日 至平成21年６月30日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成21年１月１日 至平成21年６月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（リース取引関係）

20



１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

（剰余金の配当） 

平成21年８月７日開催の取締役会において、平成21年６月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録

された株主に対し、剰余金の配当（中間）を行なうことを次のとおり決議しました。 

①配当財産の種類及び帳簿価額の総額  金銭による配当 総額 27,234千円 

②株主に対する配当財産の割当てに関する事項      １株当たり500円 

③当該剰余金の配当がその効力を生ずる日        平成21年９月25日 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

１株当たり純資産額 30,317.32円 １株当たり純資産額 30,166.58円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 711.78円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。  

１株当たり四半期純損失金額 694.46円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。  

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 

至 平成21年６月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額     

四半期純損失（△）（千円）  △38,769  △37,826

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円）  △38,769  △37,826

期中平均株式数（株）  54,468  54,468

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  － 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２１年８月１３日

ハイブリッド・サービス株式会社 

取締役会 御中 

三優監査法人 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 川野 佳範  印 

  
代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山本 公太  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハイブリッド・

サービス株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４

月１日から平成21年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ハイブリッド・サービス株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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